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自律的な在外子会社に対する本社による業績管理の影響

鬼塚雄大

＜論文要旨＞

本研究の目的は，本社による業績管理システム(Parent-PerfbnnanceManagementSystems;以下，本社PMS
と略）の設計面と運用面の両側面から，在外子会社における意思決定に対する本社PMSの影響メカニズ

ムを解明することである．在日子会社トップ・マネジメントを対象とした質問票調査から収集したデータ

(有効回答数， 234社, 13.3%)をもとに分析を行った． その結果，設計面の特性として「本社PMSの包括

性｣，運用面の特性として本社によるPMSの「インタラクティブな運用」が在外子会社における意思決定

に対して統計的に有意な（正の）影響を与えていることが明らかとなった． また，本社PMSの設計面と運

用面との交互作用項を検討した結果， 「本社PMSの包括性」と「診断的運用」との相互作用が在外子会社

における意思決定に対してポジティブな影響を与える一方， 「インタラクティブな運用」との相互作用ネ

ガティブな影響を与えることが示された．
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1． はじめに

多国籍企業はグローバル市場での競争優位を獲得するために標準化と統合を進めるのみなら

ず， ローカル市場からの要求に対しても柔軟に対応する必要がある(BartlettandGhoshal, 1989).

さらに，在外子会社が進出先国（あるいは地域）から特有の情報や知識を得るためにも在外子

会社の自律的活動を促進する必要がある． こうした状況下において，在外子会社に対する権限

委譲，および在外子会社の自律的活動の促進と全社戦略への統合のバランスを取ることが今

日の多国籍企業における重要な課題となっている(QuattroneandHopper;2005;RothandKostova,

2003)． また， こうした課題は分権的な多国籍企業における課題としてのみならず，集権的な

多国籍企業における一つのデメリットとしても指摘されるため(e.g.BartlettandGhoshal, 1989;

BirkinshawandHood, 1998),多国籍企業の在外子会社管理において重要な論点となる．

在外子会社に対して権限を委讓し， 自律的活動を促進する際，本社は在外子会社の活動を全

社戦略へと統合し，両社の意思決定に対して有用な情報を提供するような経営管理システムの

採用が必要不可欠となる(DozandPrahalad, 1984;Luo,2005). この点について，近年の管理会計

研究では，本社による業績管理システム(Parent-PerfonnanceManagementSystems;以下，本社

PMSと略）が在外子会社の活動をコントロールし，全社戦略へと統合するために効果的である

と主張されている(Buscoetal.,2008;DossiandPatelli,2008,2010;Mahlendorfetal.,2012;Micheli

etal.,2011). これらの研究では，本社PMSが在外子会社における意思決定に影響することで，

在外子会社の自律的活動を全社戦略の遂行および全社目標の達成へと統合させるとしている．

しかしながら， これまでの研究では，在外子会社の意思決定へと影響を与える本社PMSの特

性についてコンセンサスが得られておらず，本社PMSの影響メカニズムについて，十分に解

明きれていない．

PMSには，設計(design)と運用(use)の二側面があるが，先行研究は主にその設計面に注目

しており，運用面を看過している傾向にある(DossiandPatelli,2008;Franco-Santosetal.,2012).

また, PMSの設計面と運用面とを明確に区別せず，両側面を混同して研究が進められている

ために研究成果にコンセンサスが得られていないとの指摘もある(Langneld-Smith, 1997;Smith

andBititci,2017). さらに，意思決定者にとってより重要な側面はPMSの運用面であるという

主張(Langneld-Smith, 1997;Simons,2000)があるものの，両側面を明示し|司時に検証し，両側面

の関係性を体系的に整理するような経験的証拠は不足している．そのため，本社PMSの設計

面と運用面，および在外子会社における意思決定との関係性について明らかとなっていない．

そこで本研究では，在外子会社における意思決定に対する本社PMSの影響メカニズムを本社

PMSの設計面と運用面の両側面を捉えることで，解明することを目的とした．

まず次節では, PMSの設計面，および運用面を本研究においてどのように捉えるのかについ

て，関連文献のレビューを行う．
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2．業績管理システムの設計と運用

2.1業績管理システムの設計

PMSの設計に関して, PMSの展開プロセスを示したWisnerandFawcett(1991)やBourneetal.

(2000)では，主に組織目標の設定とそれを測定するための指標の設計が含まれている. PMS

に関する先行研究をレビューしたFranco-Santosetal. (2012)では,WisnerandFawcett(1991)や

Boumeetal. (2000)の主張に加え，業績評価指標には財務，非財務の両指標が含まれていると

されている． また, PMSの代表的なフレームワークとして引用されることの多いKaplanと

Nortonのバランスト ・スコアカード(BalancedScorecard;BSC)においてもその設計段階では指

標の設計が主に考慮されており，特に重要なことは業績評価指標の数や性質（それぞれが測

定する対象を適切に反映しているか)， 目標の基準設定であるとしている(KaplanandNorton,

1992,1996). これらのことから, PMSの設計において特に業績評価指標の設計が考慮されてい

るといえるであろう．

本社PMSについて, Buscoetal. (2008)は, PMSによって本社一子会社間における地理的，組

織的な「溝」力埋められ，多国籍企業内に存在していた様々なコンフリクトが解消される一つ

のきっかけとなることで，各在外子会社がそれぞれ全社戦略に沿うように意思決定が行われる

ようになると主張している． このような効果をもたらす本社PMSの特性として，全社戦略と

の明確なリンクがみられること，全社戦略を反映させるように多様な側面から各在外子会社の

活動が把握できることがあげられている．業績評価指標が戦略とのリンク，多様性を持つPMS

として，包括的PMS(ComprehensivePerformanceManagementSystem)が注目されている (Hall,

2008;横田ほか,2013).そこで本研究では, PMSの設計面に着目する際には主に業績評価指標

を中心に考慮し，設計面の特性として本社PMSの包括性を検討していく．

2.2業績管理システムの運用

PMSの運用については様々な研究者によってその定義や分類が示されている．例えば

Boumeetal. (2000)は，業績管理システムの運用を大き<2つのサブフェースヘと分類し，それ

ぞれ次のように説明している． 「はじめに，組織戦略が成功裏に実行されているか（あるいは

されたか）を測定し，評価する．次に，組織戦略の実行を測定，分析，評価した結果のフィー

ドバックから得られる情報をもとに戦略そのものが適切であったかどうか査定する(Bourneet

al.,2000:758).」

このような手続き的側面に加え, Simons(2000)はPMSの運用プロセスについて， 自身の提

唱した「4つのコントロール・レバー(Simons,1995)」のうち診断的コントロール(diagnostic

control)とインタラクティブ・コントロール(interactivecontrol)を用いて説明している. Simons

によれば, PMSの運用とは，会計情報のフロー(accountinginfOrmationHow)であり，業績の測

定や評価フィードバックのプロセスや報告の際にどのようにして会計情報が用いられている

かであるという.Henli(2006a)も同様に，情報フローの側面はPMSの運用においてより重要な

側面であると指摘している．加えてFelTeiraandOtley(2009)は， 「会計情報の利用方法とそれに

よるコントロールがPMSの基盤である(p.274)」とし，会計情報の利用を通じたコントロール

実践と情報の利用方法をPMSの運用として捉えている．特に， どのような方法で業績に関す

る情報が伝達されているのか，その伝達プロセスを通じたコントロールの方法が重要であり，
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それらを捉えることが組織におけるPMSの効果を分析する際に必要であると主張している．

したがって, PMSの運用とは，単に業績測定や評価， フィードバック，報告，説明などの活

動を指すのではなく，その活動において業績に関する情報がどのように用いられているのかで

あるといえよう．本研究では， このようなPMSの運用プロセスの特性を捉えるために, Simons

によって提唱された4つのコントロール・レバー(Simons, 1995)のうち特に診断型コントロー

ルとインタラクティブ・コントロールの2つのレバーに着目し，本研究における本社PMSの

運用面の特性として検討するl'2.

3．仮説構築

3.1在外子会社における意思決定に対する本社PMSの設計面の影響

本社PMSが在外子会社に対して，全社戦略や目標を伝達し，それらが共有されることで，

本社-子会社間のコンフリクトが調整される（窪田ほか, 2014).在中子会社を対象とした定量

調査の結果からMahlendo㎡etal. (2012)は，本社が在外子会社に対して包括的PMSを用いるこ

とによって，在外子会社の意思決定に影響を与え，在外子会社の自律的活動を全社戦略に統合

し，全社戦略を成功裏に実行することができると主張している． またMichelietal. (2011)は，

ITシステムやガバナンスのメカニズムとPMSとの関係性に着目してケース・スタディを行っ

ており, PMSと、システム，ガバナンスのメカニズムとがうまく結合しないと，本社の意図

とはかけ離れた活動を子会社が行うという結果が示されている．すなわち，本社PMSが全社

戦略や目標，在外子会社にとって重要な領域など，多様な情報を含む場合，在外子会社におけ

る意思決定に影響を与え，在外子会社の全社戦略に整合的な自律的活動を促進する．

しかしながら，本社，子会社の双方にとって重要な情報が多様な指標として設定された本社

PMSと在外子会社の意思決定との間に関係性を確認することができなかった研究もある．例

えばDossiandPatelli(2008)では，本社PMSが在外子会社における意思決定に影響を与えてい

ることが示唆されているが，その特徴として捉えていた業績評価指標の多様性について有意な

影響関係は確認されていない． このように，本社による包括的PMSが在外子会社の意思決定

に影響を与えることが想定されるが，一部異なった結果も示されている．

ここで示している先行研究では，いずれも対象としている子会社の国籍が異なるため，子会

社の国籍が影響している可能性もある． こうした先行研究の限界に対応し，先行研究との比較

を通じて異なる研究結果が生じた理由の手がかりを模索するため本研究では，在中子会社を対

象としたMahlendorfetal. (2012)を中心に追試的な検証を行う．

そこで，本研究では仮説lとして以下を設定した．

仮説1 ：本社PMSの包括性の程度が高いほど，在外子会社における意思決定に対する本社

PMSの影響は高まる．
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3.2在外子会社における意思決定に対する本社PMSの運用面の影響

3.2｡1 PMSの診断的運用

Simons(1995)によると診断型コントロールとは， 「組織活動の結果をモーターし，事前に設

定した業績水準との差異を調整する(p.59)」ことである. PMSの診断的運用は， 目標を事前に
設定し，それに対する活動をモニタリングすることである．その際, PMSを運用しているマ

ネジャーは，事前に設定された目標の達成プロセスにおいて例外的な事象が起きた場合にのみ

関心を向ける．マネジャーはこの例外的な事象に対しての情報のみに注目し，その原因を分析

し，軌道修正するために部下に対してアクションを起こす(Simons,2000).

PMSの診断的運用は，組織構成員を戦略の実行へと動機づけるだけでな<,組織目標の達成

へとその活動を整合させる(WideneL2007). PMSを診断的に運用することで，組織戦略の成功

裏な実行において望ましい活動とそうでない活動が明確化されるため組織全体が戦略の実行へ

と方向付けられるのである(Bedfbrd,2015; 'nlomela,2005).

PMSの診断的運用について，多国籍企業における本社一子会社間の関係性を対象とした研究

は見受けられないが，上記の先行研究の結果から得られた知見をもとに考えると，多国籍企

業における本社-子会社間の関係性においても同様に考えられるのではないだろうか．本社が

在外子会社に対して事前に目標を設定し，それに対する在外子会社の活動をモーターするよ

うPMSを運用することで，在外子会社の活動は，本社の望んだ行動をとるように方向付けら

れると予想される． またPMSの診断的運用は，機械的コントロール(mechanisticcontI･ol)とし

ての重要な特徴を備えている(Henri,2006b)．高度に精綴化されたコミュニケーションと情報

フローという機械的コントロールにより，組織における意思決定能力は高まる(Koufterosetal.,

2014).

したがって，本研究では以下の仮説を設定する．

仮説2a:本社がPMSを診断的に運用するほど，在外子会社における意思決定に対する本社

PMSの影響は高まる．

3.2.2PMSのインタラクティブな運用

インタラクティブ・コントロールとは， 「マネジャーが定期的，個人的に部下の意思決定行

動に介入するために公式的な情報システムを運用する(Simons,1995:95)」ことである. PMSの

インタラクティブな運用は，診断的運用とは大きく異なる. PMSをインタラクティブに運用

する場合，マネジャーは自身の意向を常に部下へと伝達し， また期中における様々な戦略的不

確実性に対応するために常に部下と積極的に関わる(Simons,2000).そのため，パフォーマン

スに関するありとあらゆる情報のほとんど全てに対して日常的に関心を向けることとなる．

PMSのインタラクティブな運用の特徴の一つとして，業績に関する頻繁な会議や上司と部下

との顔を合わせた(face-to-face)議論があげられる(Bisbeetal.,2007). PMSのインタラクティブ

な運用によるこれらの重要な議論によって，現状の課題に対して全社的な視点から有効な対策

が練りあげられる．そのため,PMSのインタラクティブな運用は意思決定の際，マネジャーを

支援し，意思決定を組織全体にとって効果的なものとする(AbemethyandBrownell,1999;Bisbe

andOtleyb2004;Hem,2006b).加えて, PMSをインタラクティブに運用することで，本社は全

社の状況を把握可能となり，組織全体の意思決定能力が向上し，全社的な財務パフォーマンス
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が高まることが実証されている(Koufterosetal.,2014;丹生谷,2009).多国籍企業を対象とした

研究では，本社がPMSをインタラクティブに運用することで本社-子会社間の学習と対話が促

進され，組織の戦略的資源配分能力が高まることが示されている(DossiandPatelli,2010).

これらのことから，本社はPMSをインタラクティブに運用することで，在外子会社のパ

フォーマンスに関するあらゆる情報を得ることができ，在外子会社の活動や現地環境について

知識，理解を深め，情報の非対称性を緩和することができる．そのため，本社は組織の資源を

効果的かつ効率的に配分することができ，在外子会社も全体最適となる意思決定を行うことが

できる．

以上の知見を総合し，本研究では次の仮説を設定する．

仮説2b:本社がPMSをインタラクティブに運用するほど，在外子会社における意思決定に

対する本社PMSの影響は高まる．

3.3PMSの設計面と運用面の相互作用

PMSの設計面と運用面との関係性について，バランスト ・スコアカード(BalancedScorecald:

BSC)の提唱者であるKaplanとNortonは， たとえ同様の機能を持つよう設計されたBSCで

あっても，経営環境やBSCの利用目的など様々な要因を考慮し，臨機応変にその運用方法を変

えなければ組織において有用なシステムとならないとしている(KaplanandNorton,1992,1996).

運用方法についてより具体的には, PMSの運用プロセス，情報フローに着目し，それらを変更

する必要が主張されている(Simons,2000). また,MicheliandManzoni(2010)は,PMSの機能は

その目的やPMSの運用者の意図によって変わると主張している． これらの主張からは, PMS

の設計面の特性と運用面の特性との相互作用関係を想定することが可能であり，設計上同様の

特性を持つPMSでも，その運用方法によって組織に及ぼす影響は異なる可能性を推察できる．

この点を示唆する経験的研究として，業績管理のプロセスにおいて管理者が被管理者の活動

に過度に関与することで， タイトなコントロールとなり，被管理者のモチベーション，およ

びパフオーマンスを低めることを示唆する研究がある(e.g.JordanandMessneI;2012;Snthand

Bititci,2017).特にSnthandBititci(2017)では，精綴化されたPMSを用いる場合には，ルース

なコントロール実践へと変更し，被管理者の自律性を高めるような運用方法に変更することで

被管理者のモチベーション，およびパフォーマンスが高まることが示唆されている．上司によ

る結果への圧力が高まることにより，被管理者は短期的思考に陥り，財務指標で測られる結果

以外に関心を向けなくなってしまう可能性がある(Bankeretal.,2000;Merchant,1990).

他方，多国籍企業を対象に本社PMSの設計面に着目したMahlendorfetal. (2012)は，本社

PMSの設計面の特性として，包括性と即応性(reactivity)との相互作用を検討し，即応性が高

い場合には在外子会社の意思決定に対する包括的PMSの影響は低まることが実証されている．

この結果からは，期中における本社との対話によって示された新たな方針や情報に沿って在外

子会社が意思決定を行う状況を想定できる(GaryandWood,2011;Simons,1995,2000).すなわ

ち，社内外の環境変化へ適応するよう本社がPMSを運用する場合，意思決定の際に在外子会

社は事前に設定された不確実で複雑な包括的PMSを重視しなくなる可能性がある．

こうした先行研究は依拠する理論ベースによって結果の意味解釈こそ異なるが， これらの経

験的証拠からは，被管理者の活動に対する管理者の過度な関与による圧力や，期中でのPMS
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の即応性や環境変化への対応が，被管理者に対する包括的PMSの影響を低めるという関係性

を推察できる．そこで本研究では，以下の2つの仮説を検討する．

仮説3a:本社PMSの包括性の程度が高く，本社によるPMSの診断的運用の程度が高い場

合，在外子会社における意思決定に対する本社PMSの影響は高まる．

仮説3b:本社PMSの包括性の程度が高く，本社によるPMSのインタラクティブな運用の程

度が高い場合，在外子会社における意思決定に対する本社PMSの影響は低まる．

4．研究方法

4.1データの収集

本研究では仮説検証のために， 日本国外に籍を置く本社による100%出資の在日完全子会社

を対象に郵送質問票調査を実施した．本調査において在日完全子会社を対象とした理由は，本

社によるコントロール・システムの影響，意思決定権限委譲の程度などについては，本社-子

会社間にて認識のギャップがある可能性があり，そのため子会社から直接データを収集しなけ

れば，子会社のありのままの実態が反映されないためである（中川,2004)．

対象企業は，東洋経済新報社が2016年7月に発行した『外資系企業総覧』から抽出した．

抽出された在日完全子会社1,758社を対象に2016年9月15日に質問票を一斉に送付し, 2016

年9月30日（消印有効）までの回答を求めた．最終的な回答数は250社（回答率14.2%)であ

り，そのうちデータに重大な欠損のあるサンプルを除いた234社（回答率13.3%)を分析のた

めのサンプルとして用いる．分析に用いるサンプルについて，回答企業の親会社国籍（地域）

の内訳は北米83社(35.5％)，欧州ll2社(47.9%),アジアおよびその他地域39社(16.7%)で

あった．加えて，在日子会社に対する意思決定権限の委譲の程度（後述の「在外子会社におけ

る意思決定に対する本社PMSの影響」の項目と対応）について, 14項目ほとんどの実測平均

値が理論平均値を超えている． これらのことから，分析に用いるサンプルは本研究が対象とし

ている「自律的な」在外子会社を検討するうえで妥当といえる． なお，非回答バイアスの確認

のため，回答企業の業種分布に関する適合度検定(X2検定）を行った結果，回答企業の業種分

布は送付企業（在日完全子会社の業種分布） と適合していることを確認した(p>0.10).

4.2変数の測定

本研究では，先行研究との比較可能性を高めるため，および内的妥当性を確保するために先

行研究において開発，利用されている測定尺度を用いることとした． なお，いくつかの測定尺

度は多国籍企業に対応するように一部変更している．

「PMSの包括性(COMP)」を測定するためにHall(2008)や多国籍企業を対象に調査を実施し

たMahlendorfetal.(2012)などを参考にして，業績評価指標の多様性や戦略とのリンクの程度な

どについて計9つの質問項目を設定した．そのうち天井効果を示した1項目を除く，計8項目

によって変数が構成された．
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表l 在外子会社における意思決定への影響に関する記述統計・探索的因子分析結果3
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※因子抽出法：最尤法， 回転：直接オブリミン

※寄与率:75.021%,固有値: l.202,KMO標本妥当性： ､861

表2仮説検証に用いる変数の記述統計4
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本社PMSの「診断的運用(DUSE)｣,および「インタラクティブな運用(mSE)」については，

Henri(2006b)やⅧdener(2007),横田ほか(2013)などを参考にした． 「診断的運用(DUSE)」は，

天井効果を示した1項目を除く計5項目を， 「インタラクティブな運用(IUSE)」については，

計5項目によって変数が構成された．

在外子会社における意思決定に対する本社PMSの影響については, PrahaladandDoz(1987)

などを参考に在外子会社における意思決定14項目それぞれに対する本社PMSの影響の程度

を測定した．先行研究では, 14項目を一つの変数とみなし分析を行っている(e.g.Dossiand

Patelli,2008;Mahlendo㎡etal.,2012). しかしながら，それぞれが示す意思決定の局面は明らか

に異なっており， これらを一つの変数と見なした場合，分析結果の解釈が困難となる．そこで

本研究では，探索的因子分析を行った．その結果， 3つの因子が抽出きれた（表1)．

今回抽出された3つの因子それぞれが内包する項目を見てみると， まず第1因子はターゲッ

トの決定や流通チャネル，製品・サービスの価格に関する意思決定についての負荷量が高いた

め， 「販売意思決定への影響(INF-S)」とした．

次に第2因子については，研究開発や製造計画，投資決定やサプライヤーの選択など製造や

サービスの計画に関する意思決定についての負荷量が高い．そこで本研究では，第2因子を

｢製造・サービス計画に関する意思決定への影響(INF-P)」と呼ぶことにした．

最後に第3因子については，従業員報酬の決定や在日子会社内の業績評価など，主に在日子

会社内の管理についての負荷量が高いため， 「社内管理意思決定への影響 (INF-C)」とした．

以上の結果，本研究における仮説検証に用いる変数は表2のようになった． なお，分析に用
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表3重回帰分析結果5
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※R2 :決定係数, Adj.R2 :調整済み決定係数, F-value:F値
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いる変数は，多重共線性を避けるためにそれぞれの変数における各項目の合計の平均値を基準

として中心化したものを得点としている．在外子会社における意思決定に対する本社PMSの

影響については，それぞれの因子に高く負荷した項目で変数を構成している．本社PMSの設

計面，運用面に関する記述統計量については，附録を参照きれたい．

5．結果

5.1分析結果（階層的重回帰分析）

本研究では，導出された仮説を検証するために次の回帰式(1)を推定する．

〃?Me"ceq/pα彫"r-PMSo"伽c航o〃"､α""ghys"伽djα"“

＝α+61COMP+@2DUSE+63ﾉ【ﾉsE+@4coMP*DUsE+@5coMP*IUsE+zcb""/s+e (1)

以上の回帰式の推定に向け，本研究では2つのモデルを設定する．第1モデルでは，主た

る独立変数となる本社PMSの包括性(COMP),診断的運用(DUSE), インタラクティブな運用

(IUSE)に加え， コントロール変数である設立形態(ESTTYPE),設立年数(ESTYEAR),企業規

模(SIZE),本社国籍（アメリカ:HQ-US, ヨーロッパ:HQ-EU,アジアその他:HQ-A),業種

(INDUSTRY)を投入する．第2モデルでは，本社PMSの設計面と運用面との交互作用項を投

入する．

表3は重回帰分析の結果である．
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表4単純傾斜分析結果

INF－CINF－S

IUS【DUSEDUSE IUSE

－lSD ＋lSD +1sD

，167

－ISD

307*＊

－ISD

348**＊

＋ISD

461＊＊＊

､1s，

211＊

＋lSD

368**＊COMP

※最小二乗法に基づく推定，係数は全て標準化

※*p<､05,**p<.01,***p<.001

仮説lに関して,ModellにてCOMPとINF-S(.224,p=.017),およびINF-C(.249,p=.006)

との有意な正の因果関係が確認された．そのため，仮説laは部分的に支持された．次に，本社

PMSの運用面の特性と在外子会社における意思決定の影響との因果関係（仮説2)について，

mSEとINF-Cとの有意な因果関係が確認されたため(.229,p=.014),仮説2bは部分的に支持

された．一方でDUSEについては有意な因果関係は確認されず，仮説2aは支持されなかった．

最後に仮説3について,COMPとDUSEとの交互作用項について, INF-S(.206,p=.021),お

よびINF-C(.236,p=.006)との有意な正の因果関係が確認された(Model2a,c).そのため，仮説

3aは部分的に支持された他方, COMPとmSEとの交互作用項については, INF-C(-.229,

p=.006)との有意な負の因果関係が確認されたため(Model2c),仮説3bについても部分的に支
持されたといえる．

5.2補助分析（単純傾斜分析）

本研究では仮説検証（仮説3）のため，本社PMSの設計面と運用面との交互作用項を階層的

重回帰分析によって検討した．その結果，交互作用項と従属変数との統計的に有意な因果関係

が確認されたそこで，結果についての解釈を深め，仮説に対してより説明力の高い結果を提

示するために単純傾斜分析を行った．具体的には,AikenandWest(1991)に従い,mF-S,INF-C

のそれぞれを従属変数とし,DuSE,mSEがそれぞれ士lSD(標準偏差）の得点をとった場合の

COMPを独立変数とした単回帰直線を推定した（表4).

結果として， まずDUSEが高い場合(+1SD),従属変数に対するCOMPの係数は，それぞれ

6=.368(INF-S),6=.461(INF-C),低い場合(-1SD)にはβ=.211(INF-S),6=.348(INF-C)であ

り，本社によるPMSの診断的運用の程度が高い場合の方が在外子会社における意思決定に対

する本社による包括的PMSの影響が強くなる傾向が確認された．

他方,mSEについて,mSEが低い場合(-ISD)のみ従属変数INF-Cに対する独立変数COMP

の係数が有意となり，本社によるPMSのインタラクティブな運用の程度が低い場合のみ在外

子会社における意思決定に対して本社による包括的PMSが影響を与えることが示された．

6．考察

前節にて示した分析結果において， まず本社PMSの設計面の特性については，本社PMSの

包括性の程度が高いほど，在外子会社における意思決定に対してポジティブな影響を与えるこ

とが示された． この結果からは, Buscoetal. (2008)や窪田ほか(2014)などがケース・スタディ
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によって示しているように，在外子会社は全社戦略を反映した多面的指標によって自身の意思

決定や行動が測定，評価，分析されることで，全社目標に対してどのようにアプローチすれば

よいかを理解し，それに沿った行動が確保されるといえる．

次に本社によるPMSの運用について，本社によるPMSのインタラクティブな運用が在外子

会社における意思決定に対してポジテイブな影響を与えることが示された．一方で，本社によ

るPMSの診断的運用は在外子会社における意思決定に対して影響を与えるとは言えない． こ

の結果については，先行研究において示唆されているように，本社がPMSをインタラクティ

ブに運用することによって，本社一子会社間において業績に関する「高頻度の情報交換」が行

われ， 「業績に関しての情報共有」が高いレベルで実現した結果ではないかと考える(Dossiand

Patelm,2010;鬼塚,2018).すなわち，本社-子会社間における頻繁な情報交換により，理解の共

通化が促進されることで，全社の進捗状況や子会社が全社戦略上おかれている立場，本社から

の要求を在外子会社が明確に把握することができ，全体最適となる意思決定を行う可能性が示

唆きれる．

本研究において特に注目すべき結果は，本社PMSの設計面と運用面との相互作用効果につ

いての検証結果である（仮説3)．分析の結果，本社PMSの包括性の程度が高く，本社がPMS

を診断的に運用するほど，在外子会社における意思決定は本社PMSを反映し，逆にインタラ

クティブに運用する場合には，本社PMSを反映しないことが示唆された． この結果について

は，本社から在外子会社に対して多様な情報がPMS (あるいはその運用）を通じて提供され

ることで，意思決定者が複雑な情報処理を強いられ，全ての情報を十分に活用できないという

状況を想定できる(Ghosh,2005;Ittnereta1.,2003). そもそも全社，および在外子会社の戦略に

関連付けて，網羅的に財務，非財務指標を設定するような包括的PMSに加えて，本社-子会社

間のインタラクシヨンが頻繁にとなることで，情報過多となり在外子会社が意思決定の際に本

社PMSを十分に反映しなくなる傾向が推察される(Bankereta1.,2000).加えて，本社が在外子

会社に対して頻繁に進捗管理を行うことや業績に関する情報を求めることで，在外子会社は

本社から信頼されていないと捉え，モチベーションが低下する可能性も示唆されている（横

田,2015,2016).すなわち，分権的な多国籍企業においては，在外子会社が活動するうえで重

要な領域や要因を特定し，それらを本社一子会社間で共有することが重要となるが(Buscoeta1.,

2008;DossiandPatelli,2010),情報過多となってしまう場合，むしろネガティブな影響をもたら

す可能性が指摘される．

7． おわりに

本研究は，在外子会社における意思決定に対する本社PMSの影響メカニズムの解明を目的

としていた．在日子会社トップ・マネジメントを対象としたサーベイ調査の結果をもとにした

分析の結果，本社によるPMSの設計面の特性として包括的PMSとしての特性が，運用面の特

性としてはインタラクティブな運用が在外子会社における意思決定に影響を与えることが示唆

された． また，設計面と運用面との交互作用効果を検討した結果，本社PMSの包括性が高く，

本社がPMSを診断的に運用する場合，在外子会社における意思決定にポジティブな影響を与

える一方， インタラクティブに運用する場合はネガティブな影響を与えることが示された．
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本研究の貢献は以下の通りである． まず，本社PMSの在外子会社における意思決定への影

響について，探索的因子分析により3つの潜在変数を特定し，分析を行った点である．分析の

結果,mF-Pに対してはいずれの独立変数とも統計的に有意な因果関係が確認されなかった．

これは，製造・サービス計画に関する意思決定権限の委譲の程度が他に比べて相対的に低かっ

たことが一つの要因として考えられる．． このように想定する意思決定の局面によって，本社

PMSの影響が異なることを示した点は，本研究の貢献といえる．

次に，設計面と運用面とを同時に検討し，本社によるPMSの運用方法によってその影響が

異なることを示唆した点である．運用面のみにフォーカスした結果では， インタラクティブな

運用が，設計面と運用面との交互作用効果を検討した結果では診断的に運用した場合に在外子

会社における意思決定にポジティブな影響を与えることが示された． これらの結果は,PMSの

設計上の特性に適合するような運用方法が存在する可能性を示唆している． さらに, PMSの

設計面と運用面を同時に検討することで， これまでの先行研究における研究結果の対立を解消

することができる可能性を示した点は本研究の意義である．

加えて, TbssierandOtley(2012)が主張するように，既存研究が診断的運用を"負”のコント

ロールとして捉えてきたのに対し，本研究の結果は必ずしもネガティブな影響を与えるわけで

はなく，状況によってその影響は変化する可能性を示唆した点にも貢献が認められる．

しかしながら，本研究にはいくつかの限界も存在する． まず，調査対象についてである．本

研究では， 日本国外に籍を置く本社による在日完全子会社を調査対象としたため，他国に展開

する子会社に対して本研究の結果が当てはまるとは限らない． また, PMSの運用に対する本

社-子会社間の認識ギャップについて，今回得られた質問票への回答，および結果は本社が意

図していない可能性を否定できない．次いで，本研究は特に分権的な多国籍企業において顕著

となる課題を想定していた．そのため本研究の結果は，集権的と言われる日系の多国籍企業を

対象とした研究結果(e.g.松木ほか, 2014) とは整合的ではない可能性がある．

以上のような限界はあるものの，本研究の結果は多国籍企業における在外子会社管理に対し

て有用な示唆を与えるものである．将来的には，本研究の結果についてケース・スタディを中

心とし， さらなる検討を重ねることで，多国籍企業におけるPMSの有用性についての知見を

深めることができると考えている．
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附録

附録l 本社PMSの設計面および運用面に関する記述統計量

N Min Max Mcan SD

本社PMSの包括性(COMP)

活動と全社の目標とのリンク

在外子会社の業績と本社の長期戦路とのリンク

財務・非財務指標の設定

業織に関する多数の情報提供

多面的情報提供

文諜化，業績評価に関寸-る記録

幅広い業績情報の提供

本社や傘下企業の活動に対する影響の把握可能性

本社によるPMSの診断的運用（DUSE）

本社一子会社：目標に対する進捗度合いの確認

本社一子会社：活動結果のモニター

本社：業績管理システムを通じて得た情報を作成・解釈する際に専門部署に依頼

本社一子会社：例外的な事項が起こった場合のみ活動にて関心

子会社一本社：例外的な蝋項が起こった場合のみ本社PMSに関心

本社によるPMSのインタラクティブな運用(IUSE)

本社一子会社：活動に対して日常的に関心

子･会社一本社：本社PMSに対して日常的に関心

アクション・プランに縫づく継続的な挑戦や議論

会議における議論の円滑化

本社一子会社間における頻繁な公式的コミュニケーション
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注

I Simons(1995)以外のPMSの運用のフレームワークについて，例えばHem(2006a)のフレー

ムワークなどは, PMSの役割や目的として捉えられており(e.g.MicheliandManzoni,2010)

運用プロセスを捉えることができないと考えたため，本研究では援用しない．

2 Simons(1995)の4つのコントロール・レバーを援用する場合, 4つのレバーのすべてを対

象としなければならないという議論がしばしばなされることがあるが, Simons(2000)にお

いて，信条システムや境界システムはあくまでPMSを補完する役割を持つ別のシステムと

しての説明がされているため，本研究では2つのレバーに着目する．

3初回の因子分析の結果， 「予算作成」と「従業員の責任権限決定」について因子負荷量，お

よび共通性が低く，各因子に対する説明力が低いと判断したため分析から除外している．

4変数の信頼性(Cronbachq,CompositeReliability)について，それぞれの値は統計的に許容で

きる水準を満たしている(Hairetal.,2010).

5多重共線性を示すWF(varianceofinHation)は，一番高い値でも2.2であり，多重共線性の問
題は生じていないと考えられる．
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